
平成２７年度 第１回川俣町総合教育会議 次第

日時：平成２７年８月２５日(火) 午前 10 時 00 分～

場所：川俣町中央公民館 ３階 第４研修室

１ 開   会

２ 町長あいさつ

  教育長あいさつ

３ 議   題

 （１）総合教育会議について

 （２）総合教育会議運営要綱（案）について

 （３）教育大綱の策定について

 （４）幼稚園３年保育の実施について

（５）その他

６ 閉   会
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（１）総合教育会議について 

《法  律》 

  地方教育委行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律(平成 26 年

6月 20日公布、平成27年 4月 1日施行（以下｢法」という。）） 

《法改正の目的》 

  教育の政治的中立、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政における責任の

明確化、迅速な危機管理体制の構築、首長との連携強化を図るとともに、地方に対

する国の関与の見直しを図る。 

【総合教育会議】（法第１条の４） 

《設置の目的》

  教育に関する予算の編成・執行や条例提案など重要な権限を有している地方公共

団体の長と教育委員会が十分な意思の疎通を図り、地域の教育やあるべき姿を共有

して、より一層民意を反映した教育行政の推進を図る。 

《設置》 

地方公共団体の長は、総合教育会議を設けるものとする。(法第 1条の４第1項) 

《協議及び調整事項》 

 ①教育大綱の策定に関する協議及び②、③に掲げる事項についての協議、調整（法

第1条の４第1項） 

  教育大綱：地方公共団体の長は、教育基本法に基づく国の教育振興基本計画における基本的な

方針を参酌し、その地域の実情に応じ、地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する

総合的な施策について、その目標や施策の根本となる方針を定める。(法第１条の３） 

②教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文化

の振興を図るため重点的に講ずべき施策（法第1条の４第2項） 

 ③児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれ

があると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置（法第1条の４第2項） 

《構成員》 

◇構成員は、地方公共団体の長及び教育委員会。（法第1条の４第2項） 

 ◇必要に応じて関係者や学識経験者から意見を聞くことができる。（法第１条の４第

５項） 
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《招集》 

 ◇地方公共団体の長。 

◇教育委員会は、協議する必要があると思料するときは、招集を求めることがで

きる。（法第1条の４第３項及び第４項） 

《調整結果の尊重義務》 

  総合教育会議において調整が行われた事項については、当該構成員は、その調

整結果を尊重しなければならない。（法第1条の４第８項） 

《その他》 

 ◇総合教育会議は、原則公開。ただし、個人の秘密を保つ必要があるときなどは

非公開とすることができる。（法第１条の４第６項） 

 ◇町長は、総合教育会議の議事録を作成し、公表するよう努める。（法第１条の４

第７項） 

◆「調整」、「協議」とは 

  法第１条の４第１項における「調整」とは、教育委員会の権限に属する事務につ

いて、予算の編成・執行や条例提案、児童福祉、青少年健全育成などの地方公共団

体の長の権限に属する事務との調和を図ることを意味する。 

  「協議」とは、自由な意見交換として幅広く行われるものを意味する。 

◆総合教育会議の協議・調整事項 

  総合教育会議は、地方公共団体の長又は教育委員会が、特に協議・調整が必要な

事項であると判断した事項について協議又は調整を行うものであり、教育委員会が

所管する事務の重要事項すべてを総合教育会議で、協議し、調整するという趣旨で

設置するものではない。 

◆総合教育会議で協議しないもの 

  総合教育会議においては、教育委員会制度を設けた趣旨に鑑み、教科書の採択、

個別の教職員人事等、特に政治的中立性が高い事項については、協議題とすべきで

はない。（ただし、教科書採択方針、人事基準などは首長の権限に関わらない事項

であり、調整の対象とはならないが協議することは、考えられる。） 
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（２）川俣町総合教育会議運営要綱（案） 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第

１６２号。以下「法」という。）第１条の４第９項の規定に基づき、同法に定める

もののほか、川俣町総合教育会議（以下「総合教育会議」という。）の運営に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（招集） 

第２条 総合教育会議の招集は、町長が、開催する日時、場所等をあらかじめ教育委

員会に通知して行う。 

２ 町長は、緊急に総合教育会議を開催する必要がある場合で、かつ、教育委員会委

員を招集するいとまがないと認めるときは、教育長のみを招集し、総合教育会議を

開催することができる。 

（進行） 

第３条 町長は、総合教育会議の議事を進行し、会務を総理する。 

（決定） 

第４条 議題のうち決定を要する事項については、町長と教育委員会の合意により行

うものとする。 

（傍聴） 

第５条 総合教育会議の傍聴人については、川俣町教育委員会傍聴人規則（昭和３１

年川俣町教育委員会規則第２号）の例による。 

（非公開） 

第６条 法第１条の４第６項ただし書の公益上必要があると認めるときとは、次のと

おりとする。 

（１） 川俣町情報公開条例（平成１４年川俣町条例第２号）第７条各号に掲げる

情報が含まれる事項に関し協議及び調整を行うとき。 

（２） 施策及び制度の立案において、意思決定の前に情報を公開することが不適

当なとき。 

（３） その他公正かつ円滑な協議及び調整に著しい支障が生ずると認めるとき。 
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（議事録） 

第７条 議事録には、次に掲げる事項を記載する。 

（１） 出席者の氏名 

（２） 議題 

（３） 出席者の発言の概要 

（４） その他必要と認める事項 

２ 議事録は、法第１条の４第６項により非公開で実施した部分を除き、公表するも

のとする。 

（事務局） 

第８条 総合教育会議の事務局は、総務課が担うものとする。ただし、会議の開催及

び大綱の作成等に関する事務を教育委員会に委任することができる。 

（委任） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、総合教育会議の運営に関し必要な事項は、総

合教育会議が定める。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

参 考 

 地方自治法 

第五款 他の執行機関との関係 

第百八十条の二 

普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務の一部を、当該普通地方公共団体の委員会又は委員と協議し

て、普通地方公共団体の委員会、委員会の委員長、委員若しくはこれらの執行機関の事務を補助する職員若しく

はこれらの執行機関の管理に属する機関の職員に委任し、又はこれらの執行機関の事務を補助する職員若しくは

これらの執行機関の管理に属する機関の職員をして補助執行させることができる。但し、政令で定める普通地方

公共団体の委員会又は委員については、この限りでない。
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（３）教育大綱の策定について 

１ 教育大綱とは 

  「教育大綱」は、地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策に

ついて、その目標や施策の根本となる方針を定めるもの。（法１条の３第１項） 

  その策定にあたっては、教育基本法第１７条第１項に規定する基本的な方針を参酌

し、各地域における教育の課題も踏まえたうえで、地方公共団体の長が地域の実情に応

じて定めるものである。 

２ 大綱の定義 

 （１）「大綱」は、上記１のとおり教育、学術及び文化の振興に関する総合的なことに

ついて定めるものであり、詳細な施策について策定することを求めているものでは

ない。 

 （２）「大綱」は、国の教育基本方針を参酌して、定めることとされているが、参酌と

は参考にするという意味であり、地域の実情に合わせて大綱を策定するものである

とされている。 

 （３）国の第２期教育振興基本計画（平成２５年６月閣議決定 別紙資料）における成

果、目標部分が、大綱策定の際に参酌すべき主たる対象となる。 

 （４）「大綱」が対象とする期間については、法律では定められていない。首長の任期

が４年であることや、国の教育振興基本計画の対象期間が５年であることから、４

～５年を想定している。 

 （５）「大綱」に記載された事項を含め、教育委員会の所管する事務については、教育

委員会が管理、執行すべきものであり、地方公共団体の長にその権限を与えたもの

ではない。 

３ 大綱の策定 

  「大綱」は、上記１及び２に基づき地方公共団体の長が、教育委員会と協議・調整の

うえ策定するものである。 

 ◆地方公共団体において、教育基本法に基づく教育基本計画その他の計画を定めている

場合には、その中の目標や施策の根本となる方針の部分が大綱に位置付けることがで

きる。（平成２６年７月１７日文部省通知） 

４ 大綱策定の方針 

  川俣町においては、平成２２年４月１日に「川俣町教育基本方針 （平成２３年度～２

７年年度）」を定めており、その骨子として、毎年「川俣町教育委員会基本方針」を定め

ている。この基本方針を基に「大綱」の策定を進めることとしたい。 

  なお、教育基本方針は、今年度見直し、２８年度からの５カ年計画として策定予定で

ある。 
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１ 基 本 方 針

  川俣町教育委員会は、生涯学習社会の形成をめざし、「豊かな心と創造性」・「正しい判断力」・

「健全な心と体」をもち、意欲的に学び活力あふれた 『未来をひらく創造性豊かなたくましい

人間』の育成を図ることを基本方針とする。

２ 教育委員会重点施策

『未来をひらく創造性豊かなたくましい人間』の育成を具現するため、上記に掲げる「３つの

資質や能力」を有する人間を志向し、「未来をひらく６つの重点施策」を次のとおり設定する。

また、将来を担う人材の育成を目指し、学校教育及び幼稚園・保育園の保育の視点から『かわ

また教育推進プラン』（3 つの学習プラン）』を策定した。

  これらの施策を積極的に推進することにより、学校及び幼稚園・保育園・家庭・地域社会が

相互補完し、それぞれの教育機能を発揮しながら生涯学習社会の形成を目指すものである。

平成 27 年度川俣町教育委員会基本方針

生涯学習社会の形成をめざして

未来をひらく創造性豊かなたくましい人間

２“意欲的に学び正しい判断力をもつ人間”の育成

１“豊かな心と創造性をもつ人間”の育成

３“健全な心と体をもち活力あふれる人間”の育成

３つの資質や能力

① 生涯学習社会の形成をめざした町ぐるみの生涯学習活動の推進

② 幼･保･小･中の連携の強化を図り、豊かな個性と創造力を伸ばす学校教育の推進

③ 青少年を健やかに育成するための組織や協力体制の強化促進

④ 自らの健康と体力の向上を目指す体育・スポーツの推進

⑤ 伝統と芸術に満ちた文化活動の推進

⑥ 次世代を担う子どもの確かな成長を支える子育て支援の推進

未来をひらく 6 つの重点施策 

①読み聞かせ・読書学習プラン ②土曜･長期休業学習プラン ③集団体験学習プラン

家  庭 学校・幼稚園・保育園 地域社会
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（４）幼稚園３年保育について 

◆実 施 時 期 

  平成２８年４月 

◆実施予定園 

  １園ないし２園において実施 

        来年３歳保育の対象になる幼児の保護者へアンケート実施中、その

結果によって決定。 

         第１候補園  富田幼稚園 

         第２候補園  川俣幼稚園 

◆幼稚園の統廃合 

  今年度、福田幼稚園保護者と富田幼稚園への平成２８年４月からの

統合に向けた話し合いを実施中。 

◆幼稚園の統廃合についての意見交換 
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資料 １ 

地方教育行政組織及び運営に関する法律 抜粋 

（大綱の策定等）  

第一条の三  地方公共団体の長は、教育基本法第十七条第一項 に規定する基本的な

方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の

振興に関する総合的な施策の大綱（以下単に「大綱」という。）を定めるものとす

る。  

２ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、次条第一項の総合教育会議において協議するものとする。  

３ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。  

４ 第一項の規定は、地方公共団体の長に対し、第二十一条に規定する事務を管理し、

又は執行する権限を与えるものと解釈してはならない。  

（総合教育会議）  

第一条の四  地方公共団体の長は、大綱の策定に関する協議及び次に掲げる事項につ

いての協議並びにこれらに関する次項各号に掲げる構成員の事務の調整を行うため、

総合教育会議を設けるものとする。  

一 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文化

の振興を図るため重点的に講ずべき施策  

二 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれ

があると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置  

２ 総合教育会議は、次に掲げる者をもつて構成する。  

一 地方公共団体の長  
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二 教育委員会  

３ 総合教育会議は、地方公共団体の長が招集する。  

４ 教育委員会は、その権限に属する事務に関して協議する必要があると思料するとき

は、地方公共団体の長に対し、協議すべき具体的事項を示して、総合教育会議の招集

を求めることができる。  

５ 総合教育会議は、第一項の協議を行うに当たつて必要があると認めるときは、関係

者又は学識経験を有する者から、当該協議すべき事項に関して意見を聴くことができ

る。  

６ 総合教育会議は、公開する。ただし、個人の秘密を保つため必要があると認めると

き、又は会議の公正が害されるおそれがあると認めるときその他公益上必要があると

認めるときは、この限りでない。  

７ 地方公共団体の長は、総合教育会議の終了後、遅滞なく、総合教育会議の定めると

ころにより、その議事録を作成し、これを公表するよう努めなければならない。  

８ 総合教育会議においてその構成員の事務の調整が行われた事項については、当該構

成員は、その調整の結果を尊重しなければならない。  

９ 前各項に定めるもののほか、総合教育会議の運営に関し必要な事項は、総合教育会

議が定める。  

教育基本法  

（教育振興基本計画）  

第十七条  政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

教育の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事

項について、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければ

ならない。
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２  地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団

体における教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなけれ

ばならない。 
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川俣町教育委員会傍聴人規則 

昭和31年10月1日 

教委規則第2号 

第1条 教育委員会の会議を傍聴しようとする者は、受付において交付する用紙に自

己の氏名、住所、職業その他の必要と認める事項を記入して、委員長の許可を受け

なければならない。 

第2条 次の各号の一に該当する者は、傍聴を許さない。 

(1) 精神に異常があると認められる者 

(2) めいていしていると認められる者 

(3) 会議の妨害となると認められる器具等を携帯している者 

(4) 前各号のほか、委員長において傍聴を不適当と認める者 

第3条 傍聴人は、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) みだりに傍聴席を離れること。 

(2) 私語、談話又は拍手等をすること。 

(3) 議事に批評を加え又は賛否を表明すること。 

(4) 飲食又は、喫煙すること。 

(5) 帽子をかぶること。 

(6) 前各号のほか、会議の妨害となるような挙動をすること。 

第4条 傍聴人は、委員長が傍聴を禁じたとき、又は傍聴人の退場を命じたときは、

速やかに退場しなければならない。 

第5条 前各号のほか、傍聴人は委員長の指示に従わなければならない。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


